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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、標準（standard）の社会的意義と戦略性に関して、「エコシステム
（生態系）論」の視点からとらえるフレームワークを構築することであった。標準は人工物、ヒト、市場の内外
をそれぞれつなぐルールとしての役割を有する。すなわち、こうした標準は企業間で広く共有されるために、エ
コシステムの土台として機能する。標準の形成にはコストがかかる一方、その成果としての標準は広く活用され
るためにフリーライダーの問題が発生する。しかし、標準の推進者はフリーライダーも巻き込んで、標準を中心
としたエコシステムを育成し、それと自社のコア領域（知財など）を連動させて価値獲得を行うことが重要であ
る。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to construct a framework about the social 
significance and strategicity of the standard from the perspective of "ecosystem theory". Standards 
defined as rules which interconnected artifacts, humans and  markets. That means standards are the 
foundation of the ecosystem, because these standards are widely shared among companies including 
free riders, despite it is expensive to form a standard. But it is important for the promoters of 
the standard to develop an ecosystem by involving free riders, because value acquisition can be 
performed by linking the standard and the company's core area (such as intellectual property
rights).

研究分野： イノベーションマネジメント
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研究成果の学術的意義や社会的意義
IoT（Internet of Things）という言葉に代表されるように、「つながる世界」が急速な広がりを見せている。
つながる世界では、協調と競争をベースとしたエコシステム型の産業構造が主流となり、つながるためのルール
としての「標準」が決定的に重要となる。従来、こうしたルールづくりのための標準化活動は、集合財としての
特徴を有しているために、一部の企業にとっては経営資源を投入する意義が見出しにくかった。しかし、本研究
の成果により、ルールづくりのための標準化は、むしろ企業戦略としてこそ、積極的に取り組むべき課題である
と認識することができる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 IoT（Internet of Things）という言葉に代表されるように、「つながる世界」が急速な広が
りを見せている。各企業の製品・サービスがつながるためには、共通言語としての「標準」が
決定的に重要となる。なぜなら、つながる世界において標準を決めずに、すり合わせ的にやっ
ていたら、調整コストは「複雑性爆発（complexity explosion） 」と呼ばれるように、指数関
数的に増大するからである（例：6 個の要素の並べ方は 6!=720 通りだが、ひとつ要素が増え
ると 7!=72,576 通りに増大）。 
つながる世界を前提とした場合、例えば Android と各スマホメーカー、アプリ提供メーカ

ー、 通信インフラの関係のように、1 社ですべての製品・サービスを囲い込むことは難しい。
企業の枠を超えて、戦略的に協調していくことが競争優位の構築にとって重要となる。そうし
た場合、パソコン産業でみられたように、勝者総取り（WINNER-TAKE-ALL）の世界ではな
く、多様なプレーヤーが標準を共通言語として協調していくような産業構造が望まれる。しか
し、標準に関する既存研究は、従来、デファクト標準のように、個別企業の競争戦略というコ
ンテクストで議論されることが多かった。すなわち、ネットワーク外部性を背景とした 
WINNER-TAKE-ALL になるための戦略であり、今後、ますます進展が予測されるつながる世
界の標準戦略を捉えるには必ずしも不十分な側面がある。   
そうした傾向を受けて、とくに大規模イノベーションに関して欧州・ドイツを中心に、競争

前段階（pre-competitive）にコソーシアムを組織し、進むべきビジョンを共有した上で、どこ
を競争領域にして、どこを標準領域（非競争領域）にするのか、という取り決めが盛んになさ
れるようになっている。近年では、AUTOSAR、NPE(National Platform for EV)、Industrie 4.0 
platform などが有名である。こうした標準の形成プロセスは、参加メンバーの合意形成に基づ
くという意味で、「コンセンサス標準」と呼ばれている（Leiponen, 2009; 新宅・江藤,2008）。  
コンセンサス標準を考える場合、その理論的な特徴として注目すべきは、コンセンサス標準は 
「集合財（collective goods）」としての特徴を有しているということである（Markus et al, 
2006）。すなわち、標準の形成には一定の資源投入（特許、ノウハウ、人など）が必要である
一方、その成果としての標準は広く活用することができるためにフリーライダーの問題が生じ
る。しかし、 多様性を確保するための標準という観点では、様々な利害を有したプレーヤーに
広く普及する必要があり、そういった意味では、既存プレーヤーのみならず、フリーライダー
にもビジネスチャンスを与えるようなオープン度も必要となる（West,2003）。こうしたコンセ
ンサス標準をめぐる多様な企業行動を理解するためには、個別企業レベルの戦略を超えて、 「標
準を中心としたエコシステム（生態系）」の視点で捉える必要がある。そうすることで、例えば、
「自動運転」、「Connected Car」、「Smart Factory」などのつながる世界を想定した場合、ど
こに標準を設定し、そうした標準を中心として、多様なプレーヤーを巻き込み、どのようにエ
コシステムの多様性を確保しつつ、持続的に発展させるのか、という戦略・政策の両面に対し
て統合的な知見を得ることができる。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、標準（standard）の社会的意義と戦略性に関して、「エコシステム（生態

系）」 の視点から捉えるフレームワークを構築することである。イノベーションの複雑化に伴
い、欧州メーカーを中心に、複数企業の合意に基づくコンセンサス標準が志向され、その結果、
多様なプレーヤーが参画する「標準を中心としたエコシステム」が形成されるようになってい
る。しかし、 コンセンサス標準は集合財としての特徴を有するために、フリーライダー問題な
どが生じる一方、 エコシステムの多様性という観点では、そうしたフリーライダーも含め、多
様なプレーヤーをエコシステム内に取り込むことが持続的発展につながる。個別企業の枠を超
えて、エコシステムの視点で捉えることで、多様なプレーヤーの戦略的行動/政策に関する統合
的な理解を目指す。 

 
３．研究の方法 
集合行為としての標準化をめぐる多様な企業行動に関する実用的な知見を得ることを優先す

るために、柔軟に研究課題に接近する実用主義のパラダイム（Mackenzie and Knipe, 2006）を
採用する。実用主義では、「「何が役に立つか」という観点から、多様なアプローチを用いて、
主観的および客観的な認識を尊重しながら多くのアイデアを導くこと」（Crewswell an Clark, 
2007, pp.29-30) を目指している。とくに、欧州主導のコンセンサス標準にどのように対処し
て良いのか苦慮している日本企業にとって、有益な知見を提供することに主眼を置く。 
リサーチサイトとしては、主に、自動車産業におけるグローバルレベルの車載ソフトウェアの

標準「AUTOSAR」の事例と、今後、多様な標準化とエコシステムの形成が促されることが予想さ
れる「自動運転」および「工場のデジタル化（Industrie4.0）」の領域に焦点を当てた。 
リサーチデザインとしては、自動車産業という新しいコンテクストで、十分に検討されていな

い研究課題に迫るために、混合研究（mixed method）を採用した。すなわち、定性的な研究と
定量的な研究を混合して、研究目的に沿った実用的な知見の獲得を目指した。 
 

 
４．研究成果 



（１）標準とはエコシステムを形成するための土台となる「つながるためのルール」であり、
技術、製品、市場、 人などがこうしたルールを守ることで、自由な組み合わせによるイノベー
ションが促進される。その結果、１）市場の創造／拡大や、 ２）Ｒ＆Ｄの効率化といった効果
をもたらす。 IoT（Internet of Things）というつながる世界を想定した場合、こうした標準
の形成は社会的にきわめて重要となる。なぜなら、標準が形成されなければ、つながるために
多大な調整コストが発生するからである。また、企業戦略的な観点からは、こうした標準への
対応を誤ると、携帯電話産業に先駆的に見られたように、競争力を失ってしまう可能性を有し
ている。日本が競争力を有している自動車産業においても、自動運転を実現するためのコネク
テッドカー、ビークル IoT といったコンセプトの実現のために、標準化への対応が求められる
ようになっている。こうした標準の形成プロセスとしては、文献レビューの結果、戦略的な観
点から企業の独占利益を求めて市場競争により決定される「競争ベースの標準化」、および多様
なメンバー間のコンセンサスをベースに形成される「調整ベースの標準化」に大別される。後
者は独占禁止法の緩和以降、欧州を中心に広く観察されるようになり、非競争領域としての標
準と自社の競争領域をうまく連動させることで、エコシステムの発展と価値の獲得を同時に達
成する「オープン＆クローズ戦略」が競争戦略の基本となる。 
 
（２）従来の研究では、上記のような調整ベースの標準化（以下、コンセンサス標準と呼ぶ）
に参加する各企業の行動レベルに当てた分析視角を見つけにくかったが、本研究ではコンセン
サス標準を「集合財」と捉えることで「知識ベース企業理論」と接合し、コンセンサス標準に
かかわる企業の多様な行動を理解するフレームワークを導出した。具体的には、車載ソフトウ
ェアのグローバル標準「AUTOSAR」の事例を対象に、以下の因果関係について定量的に検証した。
（仮説１）標準化活動に貢献するほど、成果としての標準を導入する一方、（仮説２）知識量が
多いほど、成果としての標準を導入しない、という関係である。回帰分析の結果、仮説１、２
とも支持され、そのことからコンセンサス標準をめぐる企業行動として、推進者（貢献〇、導
入×）、監視者（貢献〇、導入×）、フリーライダー（貢献〇、導入×）、安住者（貢献×、導入
×）という４つの基本パターンに分類した。さらに、推進者はフリーライダーを巻き込んで、
標準をベースとしたエコシステムの形成を促す等の戦略的行動についても分析した。 
 
（３）自動運転（技術イノベーション）とシェアリング（市場イノベーション）に関する米国
特許をすべて抽出し、IPC（The International Patent Classification）を用いて、コアとな
る IPC（技術）をネットワーク分析の次数中心性を求めることで特定した。その結果、従来の
自動車産業におけるコア技術と大きく異なり、両者ともにソフトウェアと通信技術がコアとな
った。そうしたことから、自動車業界だけでこうした変化に対応することは難しく、IT企業や
スタートアップも参入し、モビリティエコシステムが急速に拡大している。しかし、企業によ
ってその対応は異なり、中でもビッグプレーヤーとしては Google とトヨタは技術イノベーショ
ンを志向するのに対して、GM とフォードは市場イノベーションを志向している。それに呼応し
て、エコシステムや標準化コンソーシアムにも多様性が生まれ、エコシステム間競争がグロー
バルレベルで活性化している。 
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